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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　増幅器であって、
　第１のフィルタおよび第２のフィルタを備え、入力信号を受信する前置補償器と、
　前記前置補償器の出力を受信して、前置増幅された信号を生成する、第１の変換器と、
　前記前置増幅された信号を受信して、前記前置増幅された信号に基づいて出力信号を生
成する、電力増幅器と、
　前記出力信号をサンプリングして、フィードバック信号を生成する、第２の変換器と、
を備え、
　前記前置補償器の前記第１のフィルタが、前記入力信号の同位相成分と前記フィードバ
ック信号の同位相成分および直交成分とに基づいて、前記入力信号の前記同位相成分に対
応する前置歪信号の第１の成分を導入し、
　前記前置補償器の前記第２のフィルタが、前記入力信号の直交成分と前記フィードバッ
ク信号の前記同位相成分および前記直交成分とに基づいて、前記入力信号の前記直交成分
に対応する前置歪信号の第２の成分を導入し、
　前記第１のフィルタは、第１の組の係数を有する多項式アーキテクチャを含み、前記第
２のフィルタは、第２の組の係数を有する多項式アーキテクチャを含み、前記第１の組の
係数と前記第２の組の係数は互いに異なり、
　前記前置補償器が、前記同位相成分のための前記第１の組の係数と、前記直交成分のた
めの前記第２の組の係数とを個別かつ独立して決定すること、および前記第１の組の係数
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を前記同位相成分に、かつ前記第２の組の係数を前記直交成分に、別個にかつ独立して適
用することによって、前記同位相成分および前記直交成分の非線形性を補償し、
　前記第１のフィルタおよび前記第２のフィルタが、前記フィードバック信号のログおよ
び前記電力増幅器の性能レベルのログを取るとともに監視することによって、前記同位相
成分または前記直交成分における非線形性を補償する学習アルゴリズムを含む、増幅器。
【請求項２】
　前記第１の変換器が、デジタル・アナログ変換器を備え、前記第２の変換器が、アナロ
グ・デジタル変換器を備える、請求項１に記載の増幅器。
【請求項３】
　前記第１のフィルタが、前記入力信号の前記同位相成分と前記フィードバック信号の前
記同位相成分および前記直交成分とを受信して、前記前置歪信号の前記第１の成分を生成
する、請求項１に記載の増幅器。
【請求項４】
　前記第２のフィルタが、前記入力信号の前記直交成分と前記フィードバック信号の前記
同位相成分および前記直交成分とを受信して、前記前置歪信号の前記第２の成分を生成す
る、請求項１に記載の増幅器。
【請求項５】
　前記前置補償器が、第１の復調器、第２の復調器、および変調器を更に備える、請求項
１に記載の増幅器。
【請求項６】
　前記第１の復調器が、前記入力信号を、前記入力信号の前記同位相成分と前記直交成分
とに分割し、
　前記第２の復調器が、前記フィードバック信号を、前記フィードバック信号の前記同位
相成分と前記直交成分とに分割し、
　前記変調器が、前記前置歪信号の前記第１の成分および前記第２の成分を組み合わせて
、前記前置歪信号を生成する、請求項５に記載の増幅器。
【請求項７】
　方法であって、
　第１の変換器によって、前置歪信号に基づいて前置増幅された信号を生成することと、
　電力増幅器によって、前記前置増幅された信号に基づいて出力信号を生成することと、
　第２の変換器によって、前記出力信号をサンプリングして、フィードバック信号を生成
することと、
　前置補償器によって、入力信号に基づいて前記前置歪信号を生成することと、を含み、
　前記前置補償器が、第１のフィルタおよび第２のフィルタを備え、
　前記前置補償器の前記第１のフィルタが、前記入力信号の同位相成分と前記フィードバ
ック信号の同位相成分および直交成分とに基づいて、前記入力信号の前記同位相成分に対
応する前記前置歪信号の第１の成分を導入し、
　前記前置補償器の前記第２のフィルタが、前記入力信号の直交成分と前記フィードバッ
ク信号の前記同位相成分および前記直交成分とに基づいて、前記入力信号の前記直交成分
に対応する前記前置歪信号の第２の成分を導入し、
　前記第１のフィルタは、第１の組の係数を有する多項式アーキテクチャを含み、前記第
２のフィルタは、第２の組の係数を有する多項式アーキテクチャを含み、前記第１の組の
係数と前記第２の組の係数は互いに異なり、
　前記前置補償器が、前記同位相成分のための前記第１の組の係数と、前記直交成分のた
めの前記第２の組の係数とを含む個別であり独立した２つの組の係数を計算すること、お
よび前記第１の組の係数を前記同位相成分に、かつ前記第２の組の係数を前記直交成分に
、別個にかつ独立して適用することによって、前記同位相成分および前記直交成分の非線
形性を補償し、
　前記第１のフィルタおよび前記第２のフィルタが、前記フィードバック信号のログおよ
び前記電力増幅器の性能レベルのログを取るとともに監視することによって、前記同位相
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成分または前記直交成分における非線形性を補償する学習アルゴリズムを含む、方法。
【請求項８】
　前記第１の変換器が、デジタル・アナログ変換器を備え、前記第２の変換器が、アナロ
グ・デジタル変換器を備える、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記第１のフィルタが、前記入力信号の前記同位相成分と前記フィードバック信号の前
記同位相成分および前記直交成分とを受信して、前記前置歪信号の前記第１の成分を生成
する、請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第２のフィルタが、前記入力信号の前記直交成分と前記フィードバック信号の前記
同位相成分および前記直交成分とを受信して、前記前置歪信号の前記第２の成分を生成す
る、請求項７に記載の方法。
【請求項１１】
　前記前置補償器が、第１の復調器、第２の復調器、および変調器を更に備える、請求項
７に記載の方法。
【請求項１２】
　前記第１の復調器が、前記入力信号を、前記入力信号の前記同位相成分と前記直交成分
とに分割し、
　前記第２の復調器が、前記フィードバック信号を、前記フィードバック信号の前記同位
相成分と前記直交成分とに分割し、
　前記変調器が、前記前置歪信号の前記第１の成分および前記第２の成分を組み合わせて
、前記前置歪信号を生成する、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　非一時的なコンピュータ可読媒体であって、プロセッサに、
　第１の変換器によって、前置歪信号に基づいて前置増幅された信号を生成することと、
　電力増幅器によって、前記前置増幅された信号に基づいて出力信号を生成することと、
　第２の変換器によって、前記出力信号をサンプリングして、フィードバック信号を生成
することと、
　前置補償器によって、入力信号に基づいて前記前置歪信号を生成することと、を実行さ
せるコンピュータコードを格納しており、
　前記前置補償器が、第１のフィルタおよび第２のフィルタを備え、
　前記前置補償器の前記第１のフィルタが、前記入力信号の同位相成分と前記フィードバ
ック信号の同位相成分および直交成分とに基づいて、前記入力信号の前記同位相成分に対
応する前記前置歪信号の第１の成分を導入し、
　前記前置補償器の前記第２のフィルタが、前記入力信号の直交成分と前記フィードバッ
ク信号の前記同位相成分および前記直交成分とに基づいて、前記入力信号の前記直交成分
に対応する前記前置歪信号の第２の成分を導入し、
　前記第１のフィルタは、第１の組の係数を有する多項式アーキテクチャを含み、前記第
２のフィルタは、第２の組の係数を有する多項式アーキテクチャを含み、前記第１の組の
係数と前記第２の組の係数は互いに異なり、
　前記前置補償器が、前記同位相成分のための前記第１の組の係数と、前記直交成分のた
めの前記第２の組の係数とを含む個別であり独立した２つの組の係数を計算すること、お
よび前記第１の組の係数を前記同位相成分に、かつ前記第２の組の係数を前記直交成分に
、別個にかつ独立して適用することによって、前記同位相成分および前記直交成分の非線
形性を補償し、
　前記第１のフィルタおよび前記第２のフィルタが、前記フィードバック信号のログおよ
び前記電力増幅器の性能レベルのログを取るとともに監視することによって、前記同位相
成分または前記直交成分における非線形性を補償する学習アルゴリズムを含む、非一時的
なコンピュータ可読媒体。
【請求項１４】
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　前記第１の変換器が、デジタル・アナログ変換器を備え、前記第２の変換器が、アナロ
グ・デジタル変換器を備える、請求項１３に記載の非一時的なコンピュータ可読媒体。
【請求項１５】
　前記第１のフィルタが、前記入力信号の前記同位相成分と前記フィードバック信号の前
記同位相成分および前記直交成分とを受信して、前記前置歪信号の前記第１の成分を生成
する、請求項１３に記載の非一時的なコンピュータ可読媒体。
【請求項１６】
　前記第２のフィルタが、前記入力信号の前記直交成分と前記フィードバック信号の前記
同位相成分および前記直交成分とを受信して、前記前置歪信号の前記第２の成分を生成す
る、請求項１３に記載の非一時的なコンピュータ可読媒体。
【請求項１７】
　前記前置補償器が、第１の復調器、第２の復調器、および変調器を更に備える、請求項
１３に記載の非一時的なコンピュータ可読媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　基底帯域デジタル前置歪アーキテクチャに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力増幅器（ＰＡ）は、無線通信のための放送機器において等、種々の用途に使用され
得る。放送機器は、ベーストランシーバ基地局（ＢＴＳ）もしくはユーザ機器（ＵＥ）、
またはＬＴＥ、ＷｉＭａｘ、ＷｉＦｉ、ＣＤＭＡ、ＧＳＭ(登録商標)、ＥＤＧＥ、および
ＵＭＴＳ規格等の、無線移動通信のために使用される他のトランシーバ機器内に含まれ得
る。
【０００３】
　入力信号を増幅する電力のための電力増幅器は、理想的には、入力信号の線形増幅であ
る出力信号を作り出し得る。しかしながら、適用中の電力増幅器は、電力増幅器における
非線形特性、または非線形性に起因する歪みを有するであろう。出力信号におけるかかる
歪みを低減するために、電力増幅器における非線形性は、補償される必要があり得る。
【０００４】
　例えば、ＢＴＳにおける典型的な電力増幅器は、ＢＴＳの費用および電力需要のかなり
の部分、例えば、電力需要の３０％および費用の３０％に相当し得る。典型的な電力増幅
器は、１つ以上の非線形性ゾーンを有する場合があり、典型的な電力増幅器の非線形挙動
は、電力供給、温度、ゲイン設定等の種々の要因によって影響を受ける場合がある。電力
増幅器における非線形性は、無線送信機または受信器の性能を定量化するために使用され
る、エラーベクトル振幅（ＥＶＭ）を劣化させ、歪みに起因する信号帯域の拡散である、
スペクトルリグロース（ｓｐｅｃｔｒａｌ　ｒｅｇｒｏｗｔｈ）を増加させる場合がある
。典型的に、出力に近いバックエンド成分における非線形性、すなわち、高周波（ＲＦ）
歪みのみが、補償のために考慮される。しかしながら、非線形性はまた、フロントエンド
の近くで生じる、すなわち、基底帯域非線形歪みでもあり得る。フロントエンド回路にお
いて、同位相信号路における非線形性は、直交位相信号路における非線形性とは異なり得
る。
【０００５】
　故に、基底帯域非線形性を補償する、改善された電力増幅器に対する必要性が存在する
。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本開示の例となる実施形態によれば、増幅器は、入力信号を受信して、前置歪信号を生
成する前置補償器と、前置歪信号を受信して、前置増幅された信号を生成する第１の変換
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器と、前置増幅された信号を受信して、前置増幅された信号および入力信号に基づいて出
力信号を生成する電力増幅器と、出力信号をサンプリングして、フィードバック信号を生
成する第２の変換器とを含んでもよい。前置補償器は、同位相入力信号に対する前置歪信
号成分および直交入力信号に対する前置歪信号成分を別個にかつ独立して生成してもよい
。
【０００７】
　故に、入力信号は、同位相部分と直交位相部分とに分離されてもよく、アルゴリズムを
使用して、２つの分離かつ独立した組の複素数係数を計算してもよく、係数は、フロント
エンドの近くの入力信号の同位相信号路および直交信号路に、別個にかつ独立して適用さ
れてもよい。Ｉ路およびＱ路に対する２組の係数は、異なり得、故に、独立してＩ路およ
びＱ路を補償することによって、基底帯域型の非線形性に対して補正するときにより良好
な性能で達成し得る。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本開示の実施形態による、増幅器の簡略ブロック図を例示する図である。
【図２】本開示の実施形態による、例となる前置補償器における例となるフィルタを例示
する図である。
【図３】本開示の実施形態による、例となる方法を例示する図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　図１は、本開示の実施形態による、増幅器１００の簡略ブロック図を例示する。増幅器
１００は、入力信号を受信して、前置歪信号を生成する前置補償器１１０と、前置歪信号
を受信して、前置増幅された信号を生成する第１の変換器１３０と、前置増幅された信号
を受信して、前置増幅された信号および入力信号に基づいて出力信号を生成する電力増幅
器１５０と、出力信号をサンプリングして、フィードバック信号を生成する第２の変換器
１４０とを含んでもよい。
【００１０】
　前置補償器１１０は、同位相入力信号に対する前置歪信号成分および直交入力信号に対
する前置歪信号成分を別個にまたは独立して生成してもよい。
【００１１】
　出力信号は、アンテナ１７０を介して伝送されてもよい。第２の変換器１４０は、結合
１６０を介して出力信号を受信してもよい。第１の変換器１３０と電力増幅器１５０との
間に、追加の部品、例えば、伝送路において信号を基底帯域／中間周波数（ＩＦ）から高
周波（ＲＦ）に変換する変調器が存在してもよい。第２の変換器１３０と結合１６０との
間に、追加の部品、例えば、受信／フィードバック路において信号をＲＦからＩＦ／基底
帯域に変換する変調器が存在してもよい。追加の部品は、スーパーヘテロダインまたはゼ
ロＩＦトランシーバを含んでもよい。
【００１２】
　本開示の実施形態によれば、前置補償器１１０は、第１のフィルタ１１０．２および第
２のフィルタ１１０．３を含んでもよく、各フィルタは、入力信号の成分を別個にまたは
独立して変形して、前置歪信号の成分を生成してもよい。第１のフィルタ１１０．２は、
入力信号の同位相成分を受信してもよく、また前置歪信号の第１の成分を生成してもよい
。第２のフィルタ１１０．３は、入力信号の直交成分を受信してもよく、また前置歪信号
の第２の成分を生成してもよい。前置歪信号の第１および第２の成分は各々、複素信号で
あってもよい。
【００１３】
　第１および第２のフィルタ１１０．２および１１０．３は、ルックアップテーブル（Ｌ
ＵＴ）を有するストレージを含んでもよい。第１および第２のフィルタ１１０．２および
１１０．３は、非線形歪みに対する補償を含む多元の多項方程式に基づいて入力信号を歪
め得る、多項式に基づくフィルタを含んでもよい。多項式に基づくフィルタは、大幅な追
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加の修正なしにＰＡのメモリ効果を効果的に補償することが可能であってもよい。通信用
途に使用される前置補償器の多項式に基づくフィルタは、５次多項方程式により十分な補
償を達成し得る。しかしながら、他の次数が可能である。
【００１４】
　前置補償器１１０は、第１の復調器１１０．１および第２の復調器１１０．５を含んで
もよい。第１の復調器１１０．１は、入力信号を復調し、それを、その同位相成分とその
直交成分とに分割してもよい。第１の復調器１１０．１は、入力信号の同位相成分を、前
置歪処理のために第１のフィルタ１１０．２に送信してもよい。第１の復調器１１０．１
は、入力信号の直交成分を、前置歪処理のために第２のフィルタ１１０．３に送信しても
よい。第２の復調器１１０．５は、フィードバック信号を復調し、それを、その同位相成
分とその直交成分とに分割してもよい。第２の復調器１１０．５は、フィードバック信号
の同位相成分を、前置歪処理のために第１のフィルタ１１０．２に送信してもよく、また
フィードバック信号の直交成分を、前置歪処理のために第２のフィルタ１１０．３に送信
してもよい。代替的に、第２の復調器１１０．５は、フィードバック信号の任意のまたは
全ての成分を、前置歪処理のために第１のフィルタ１１０．２に送信してもよく、またフ
ィードバック信号の任意のまたは全ての成分を、前置歪処理のために第２のフィルタ１１
０．３に送信してもよい。
【００１５】
　代替的に、第２の復調器１１０．５は、アナログドメインにあり、第２の変換器１４０
の前のフィードバック路に配置されてもよい。例えば、フィードバック路は、アナログ直
交復調器から受信された復調された出力をサンプリングするための２つのアナログ・デジ
タル変換器（ＡＤＣ）を含み得る、ゼロ中間周波数（ＩＦ）受信器構成であってもよい。
【００１６】
　前置補償器１１０は、前置歪信号の第１の成分および第２の成分を受信し、それらを組
み合わせて、前置歪信号を生成し得る、変調器１１０．４を含んでもよい。
【００１７】
　第１のフィルタ１１０．２および第２のフィルタ１１０．３は、入力信号を変形して、
電力増幅器１００における非線形性、例えば、基底帯域非線形性、ＲＦ非線形性等を補償
するための、前置歪信号の第１の成分および第２の成分を生成するように、各々調整およ
び制御されてもよい。
【００１８】
　第１のフィルタ１１０．２および第２のフィルタ１１０．３は、第１のフィルタ１１０
．２および第２のフィルタ１１０．３の設定またはパラメータを調整するための適応フィ
ルタアルゴリズムを含んでもよい。適応フィルタアルゴリズムは、最小平均二乗（ＬＭＳ
）、最小二乗（ＬＳ）、反復最小二乗（ＲＬＳ）、線形２次推定（ＬＱＥ、カルマンフィ
ルタ）、またはベイズ推定アルゴリズムを含んでもよい。
【００１９】
　加えて、第１のフィルタ１１０．２および第２のフィルタ１１０．３は、増幅器１００
の性能を継続的に較正および改善するために、フィードバック信号またはエラー信号（な
らびにＰＡの性能レベルおよび環境条件等の他の情報）のログを継続的に取り、それを監
視する、学習アルゴリズムを含んでもよい。第１のフィルタ１１０．２および第２のフィ
ルタ１１０．３は、入力信号に対するフィードバック信号の時間遅延を補償するための時
間遅延アルゴリズムを含んでもよい。
【００２０】
　第１のフィルタ１１０．２および第２のフィルタ１１０．３は各々、打切り離散時間ボ
ルテラ級数方程式等の非線形性に関する多項方程式に従ってモデル化される、信号変形を
行ってもよい。
【００２１】
　図２は、本開示の実施形態による、例となる前置補償器における例となるフィルタ１１
０．２および１１０．３を例示する。図２に示されるように、第１のフィルタ１１０．２
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および第２のフィルタ１１０．３は各々、５次の打切り離散時間ボルテラ級数方程式に従
ってモデル化される、前置歪信号の第１のおよび第２の成分を生成するための多項式アー
キテクチャを含んでもよい。第１のフィルタ１１０．２および第２のフィルタ１１０．３
は各々、それらのそれぞれの非線形性モデルにつき、それらの独自の分離かつ独立した組
の係数を含んでもよい。第１のフィルタ１１０．２は、係数ａ１０、ａ３０、ａ５０、ａ

１１、ａ３１、ａ５１、ａ１２、ａ３２、およびａ５２を含んでもよく、第２のフィルタ
１１０．３は、係数ｂ１０、ｂ３０、ｂ５０、ｂ１１、ｂ３１、ｂ５１、ｂ１２、ｂ３２

、およびｂ５２を含んでもよい。係数ａ１０、ａ３０、ａ５０、ａ１１、ａ３１、ａ５１

、ａ１２、ａ３２、およびａ５２、ならびにｂ１０、ｂ３０、ｂ５０、ｂ１１、ｂ３１、
ｂ５１、ｂ１２、ｂ３２、およびｂ５２等は、各々、複素数であってもよい。（例えば、
ａ１０＝ａｉ１０＋ｉ＊ａｑ１０）
【００２２】
　第１のフィルタ１１０．２および第２のフィルタ１１０．３が各々、それらのそれぞれ
の非線形性モデルにつき、それらの独自の分離かつ独立した組の係数を含んでもよいため
、同位相信号路における非線形性は、ＰＡの直交信号路における非線形性とは別個にモデ
ル化されてもよい。故に、追加の係数および独立した非線形性モデル化は、ＰＡのフロン
トエンドに近い非線形性、すなわち、基底帯域非線形性に対する補償を改善し得る。
【００２３】
　代替的に、第１のフィルタ１１０．２および第２のフィルタ１１０．３は、ＰＡにおけ
る制御装置（図示せず）によって制御されてもよい。
【００２４】
　本開示の特徴によれば、第１の変換器１３０は、デジタル・アナログ変換器、または複
数の信号チャネルを有する複数のデジタル・アナログ変換器を含んでもよい。第２の変換
器１４０は、アナログ・デジタル変換器、または複数の信号チャネルを有する複数のアナ
ログ・デジタル変換器を含んでもよい。
【００２５】
　図３は、ＰＡにおける歪みを補償するための例となる方法３００を例示する。本方法は
、ブロック３１０で、第１の変換器１３０によって、前置歪信号に基づいて前置増幅され
た信号を生成することを含んでもよい。ブロック３２０で、電力増幅器１５０は、前置増
幅された信号および入力信号に基づいて出力信号を生成してもよい。ブロック３３０で、
第２の変換器１４０は、出力信号をサンプリングして、フィードバック信号を生成しても
よい。ブロック３４０で、前置補償器１１０は、入力信号の同位相成分に基づいて前置歪
信号の第１の成分を生成してもよい。ブロック３５０で、前置補償器１１０は、入力信号
の直交成分に基づいて前置歪信号の第２の成分を生成してもよい。ブロック３６０で、前
置補償器１１０は、前置歪信号の第１の成分および第２の成分を組み合わせて、入力信号
に基づいてＰＡにおける非線形性を補償しもよい。
【００２６】
　本開示は、記載される実施形態に限定されないこと、ならびに相反する装備が存在する
任意の数のシナリオおよび実施形態は、分解され得ることが理解される。
【００２７】
　本開示は、複数の例となる実施形態を参照して記載されてきたが、使用されてきた語は
、限定する語であるよりはむしろ、説明および例示する語であることが理解される。添付
の特許請求の範囲の権限内で、現在定められ、また補正されるように、その態様において
本開示の範囲および趣旨から逸脱することなく、変更が行われてもよい。本開示は、特定
の手段、材料、および実施形態を参照して記載されてきたが、本開示は、開示される詳細
に限定されるようには意図されず、むしろ本開示は、添付の特許請求の範囲の範囲内にあ
るもの等の、全ての機能的に均等の構造、方法、および使用にまで及ぶ。
【００２８】
　コンピュータ可読媒体は、単一の媒体として記載され得るが、「コンピュータ可読媒体
」という用語は、集中データベースもしくは分散データベース等の単一の媒体もしくは複
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数の媒体、ならびに／または１つ以上の組の命令を記憶する関連付けられたキャッシュお
よびサーバーを含む。「コンピュータ可読媒体」という用語はまた、本明細書に開示され
る実施形態のうちの任意の１つ以上をプロセッサによって実行するための、またはコンピ
ュータシステムにそれを行わせる、１組の命令を記憶する、符号化する、または携持する
ことが可能である、任意の媒体を含むものとする。
【００２９】
　コンピュータ可読媒体は、非一時的なコンピュータ可読媒体（単数または複数）を含ん
でも、かつ／または一時的なコンピュータ可読媒体（単数または複数）を含んでもよい。
特定の非限定的な例となる実施形態において、コンピュータ可読媒体は、メモリカードま
たは１つ以上の不揮発性の読み取り専用メモリを収容する他のパッケージ等の、固体メモ
リを含むことができる。更に、コンピュータ可読媒体は、ランダムアクセスメモリまたは
他の揮発性の書き換え可能なメモリあり得る。加えて、コンピュータ可読媒体は、ディス
クもしくはテープまたは伝送媒体を介して通信される信号等の搬送波信号を捕捉するため
の他のストレージデバイス等の、光磁気媒体または光媒体を含むことができる。したがっ
て、本開示は、データまたは命令が記憶され得る、任意のコンピュータ可読媒体または他
の均等物および後継媒体を含むと考えられている。
【００３０】
　本出願は、コンピュータ可読媒体において符号セグメントとして実装されてもよい特定
の実施形態を記載するが、アプリケーションに特化した集積回路、プログラマブルロジッ
クアレイ、および他のハードウェアデバイス等の専用のハードウェア実装形態を構築して
、本明細書に記載される実施形態のうちの１つ以上を実装可能であることが理解されるべ
きである。本明細書に記載される種々の実施形態を含み得る用途は、様々な電子およびコ
ンピュータシステムを広く含んでもよい。したがって、本出願は、ソフトウェア、ファー
ムウェア、およびハードウェア実装、またはそれらの組み合わせを包含してもよい。
【００３１】
　本明細書は、特定の実施形態において、特定の規格およびプロトコルを参照して実装さ
れ得る、構成要素および機能を記載するものであり、本開示は、かかる規格およびプロト
コルに限定されない。かかる規格は、定期的に、本質的に同じ機能を有する、より高速の
またはより効率的な均等物に取って代わられる。したがって、同じまたは同様の機能を有
する置換の規格およびプロトコルは、それらの均等物と見なされる。
【００３２】
　本明細書に記載される実施形態の図解は、種々の実施形態の一般的理解を提供するよう
に意図される。図解は、本明細書に記載される構造または方法を利用する、装置およびシ
ステムの要素および特徴の全ての完全な説明としての役目を果たすようには意図されない
。本開示を再検討すれば、多くの他の実施形態が当業者に明らかとなり得る。本開示の範
囲から逸脱することなく構造的および論理的置換および変更が行われてもよいように、本
開示から他の実施形態が利用および派生されてもよい。加えて、例示は、代表的なものに
すぎず、一定の縮尺で描かれていない場合がある。図解内のある特定の比率は、誇張され
る場合がある一方で、他の比率は、最小化される場合がある。したがって、本開示および
図は、制限的であるよりはむしろ例示説明として見なされるべきである。
【００３３】
　本開示の１つ以上の実施形態は、本明細書で、個々におよび／または集合的に、単に利
便性のために「本開示」という用語によって、本出願の範囲を任意の特定の開示または発
明的概念に自発的に限定することを意図することなく、言及され得る。更に、具体的な実
施形態が本明細書に例示され、記載されてきたが、同じまたは同様の目的を達成するよう
に設計される任意の後続の取り決めが、示される具体的な実施形態の代わりに置換され得
ることが理解されるべきである。本開示は、種々の実施形態のありとあらゆる後続の適応
または変形形態を網羅するように意図される。本明細書に具体的に記載されない上の実施
形態の組み合わせ、および他の実施形態は、本説明を再検討すれば、当業者に明らかとな
ろう。
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【００３４】
　加えて、前述の詳細な説明において、種々の特徴は、本開示を効率化する目的のために
、一緒にグループ化されても、または単一の実施形態において記載されてもよい。本開示
は、特許請求される実施形態が、各請求項に明示的に列挙されるものよりも多い特徴を必
要とするという意図を反映するものとして解釈されるものではない。むしろ、次の特許請
求の範囲が反映するように、発明の対象物は、開示される実施形態のいずれかの特徴の全
てよりも少ないものを対象としてもよい。故に、次の特許請求の範囲は、詳細な説明に組
み込まれ、各請求項が、別個に特許請求される対象物を規定するものとしてそれ自体で成
立している。
【００３５】
　上に開示される対象物は、制限的なものではなく例示説明として見なされるものであり
、添付の特許請求の範囲は、本開示の真の趣旨および範囲内に入る全てのかかる修正、向
上、および他の実施形態を網羅するように意図される。故に、法律によって許可される最
大限の程度まで、本開示の範囲は、次の特許請求の範囲およびそれらの均等物の許容され
る限り広義の解釈によって決定されるものであり、前述の詳細な説明によって制限または
限定されないものとする。
【符号の説明】
【００３６】
１００　電力増幅器
１１０　前置補償器
１３０　第１の変換器
１４０　第２の変換器
１５０　電力増幅器
１６０　結合
１７０　アンテナ
【図１】 【図２】
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